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特別支援学校の現状と課題
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The Present Conditions and a Problem of the School 
for Disabled Boys and Girls 

Yuzo TAKIZAWA 

This paper focuses on the school for disabled boys and girls by grasping and analyzing the 

condition of the change of the acceptable sort of handicap and the system of acceptance after the 

revision of law, and also by showing its issues and problems. 
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1 . 研究の背景と目的

文部科学省は、近年の児童生徒の障害の重度化、

重複化、多様化に対応するための特別支援教育の

在り方の検討釦）、そしてそれを推進するための制

度改正の検討注2)をしてきた。

これを受け、平成19年4月には学校教育法等の

一部改正が行われ、平成19年度から従来の盲学校、

聾学校、養護学校注3)は、多様な障害種を受け入れ

ることのできる「特別支援学校」へと転換される

こととなった。

この特別支援学校は、LDやADHD注4)等の児童生

徒の在籍する普通学校も含め、地域の特別支援教

育（障害児教育）の核としての役割が強く打ち出

されている。また、特別支援学校の教員は、受け

入れ児童生徒の障害の多様化に対応するため、従

来の盲学校、聾学校、養護学校のそれぞれに対応

した教員免許状から、複数の障害に対応できる「特

別支援学校教員免許状」 に一本化されることとな

った。これにより例えば、従来の盲学校や聾学校

は各県に1校程度しかなく、遠距離のため寄宿舎

生活を余儀なくされる子どもも多数いたが、今後

は近くの旧養護学校等への通学の道も開かれるこ

とになる。

このように、本法改正は障害児教育の大きな変

換点となるものである。本研究では、法改正後3

年目を迎える特別支援学校に視点をあて、現時点

での学校名称の変更状況や受け入れ障害種の変化、

受け入れ体制の現状と課題等を把握分析し、今後

の特別支援学校の計画にあたっての基礎資料を得

ることを目的としている。

*1建築学科(Dept.of Architecture) E-mail: takizawa@oyama-ct.ac.jp 
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2 研究方法

研究方法は、プレ調査として栃木県内の聾学校、

養護学校、それぞれ1校ずつに対し、訪問ヒアリ

ング調査を実施した。それを踏まえ、全国の特別

支援学校に対し、開設年度、旧学校種、名称変更

状況、学部保有状況、受け入れ障害種の変化、受

け入れ体制の現状と課題、児童生徒の転出 ・転入

状況、職員体制、 学校運営、支援者受け入れ状況

等を内容とするアンケート調査を実施した。アン

ケート調査は、平成21年7月に郵送による悉皆調

査を行った。アンケート回収状況は、全特別支援

学校l、078校の内、 553校から回答を得た。（表1)

回収率は51.2%であった。

表 1 アンケー ト回収校の内訳

回収数（校）

盲学校 33 

聾学校 43 

知的障害 159 

養護学校 肢体不自由 51 

病虚弱 49 

特別支援学校 218 

合計 553 

3 名称変更状況 （固1)

旧学校名（盲学校 ・襲学校 ・養護学校）から特

別支援学校への名称変更を行っている学校は、全

体でみると 4割である。

これを学校種別にみると、比較的名称変更が多

いのは程護学校であり、中でも知的障害児養護学

校が最も多く、ほぼ2校に1校が名称変更を行っ

ている。

盲学校

聾学校

知的障害 •1

肢体不自由？

病虚弱”

全体
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図l学校種別にみた名称変更状況

逆に、盲学校、聾学校は旧学校名のままのもの

が多く 、現時点での名称変更は4校に1校程度に

とどまっているのが現状である。

4. 教職員の状況

4.1 教職員数について （表2)

学校種別に児童生徒1人当たりの教職員数をみ

ると、0.6人,..__,z_o人と学校種により大きな差があ

ることが分かる。突出して多いのは盲学校であり、

児童一人あたり 2.0人の教職員がいる。盲学校以

外の学校は比較的差は少なく 、0.6人,..__,o_g人とな

っている。

表2 児童生徒一人当たりの職員数

生徒一人当たりの職員数

盲学校 2.0 

聾学校 0.7 

知的障害 0.8 

肢体不自由 0.9 

病虚弱 0.8 

特別支援学校 0.6 

平均 0.9 

4.2 教職員の対応状況 （固2)

全体でみると 【現教職員で対応できている］と

回答した学校は約6割に過ぎず、残り 4割の学校

では現状の職員数では苦慮している実態が浮かび

上がっている。

これを学校種別にみると、盲学校や竪学校では

現教職員で対応できていると答えた学校が比較的

多いが、簑護学校、特別支援学校では 【現教職員

では若干足りない】と回答する学校が多くなって
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図2 学校運営における現教職員での対応状況
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いる。

5 外部からの人的支援について

5. 1 外部からの人的支援受け入れ状況 （図3)

外部からの人的支援受け入れ状況を全体でみる

と、 【必要に応じ、受け入れている】が約6割と最

も多い。次いで 【特に必要もなく、受け入れてい

ない】(4割）が続いている。【特に必要はないが、

受け入れている】や 【受け入れたいが、人がいな

い】は極少数となっている。
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図3 外部からの人的支援の受け入れ状況

5.2 外部支援者の職種と活動内容

①外部支援者の職種（表3)

外部支援者の職種としては、「学生ボランティ

ア」と「一般ボランティア」が突出して多い。次

いで児童生徒の「保護者」、支援者自身の学校の授

業としての「体験学習者」、「学生支援員」と続く。

② 支援者の活動内容（図4)

諏での支援者の活動内容を全体でみると、【年

中行事】と 【課外活動】が多く、次いで 【授業】、

【生活補助】、【訓練】等での支援活動が続く。

③ 学校側が希望する職種（表4)

諏サイドが求めている支援者の職種について

みると、数は少ないが 【一般ボランティア】、【学

生ボランティア】を中心に 【教職員】、【支援員】、

【技術指導員】が挙げられている。

④ 学校側が希望する活動（表5)

諏サイドが支援者に求める支援活動をみると、

数は少ないが 【行事での支援l、【授業への参加】、
【校外活動での支援】、【教科指導】、【事務処理】、

【教育相談】、【日常生活の補助】、【介助活動】等

が挙げられている。

表3 活動内容別にみた外部支援者の職種
主な支援者

年中行事 学生ボランティア(71校）、一般ポランティア(66校）`保護者(25校）、体験学習(4校）など

謀外活動 学生ポランティア(47校）、一般ポランティア(28校）、保護者(19校）、体験学習(6校）など

授業 一般ボランティア(18校）、学生ポランティア(II校）、外国人(4校）、保護者(3校）など

訓練 一般ボランティア(5校）、学生ポランティア(4校）、歩行訊練士(1校）、理学療法士(1校）など

職員補助・手伝い 一般ボランティア(15校）、学生ポランティア(13校）．保護者(8校）、学生支援員(2校）など

相談 就靡支援コーディネーター．区長．学校評謹員、特別支援コーディネータ―

生活補助 一般ボランティア(28校）、学生ポランティア(14校入保護者(5名）、PT(2校）など

特別支援学校

盲学校

聾学校
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病虚弱

新設

合計
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固4 外部からの人的支援者の活動内容

表4 学校側の希望する支援者の職種

主な学校倒の希望する支橿春の職濯

年中行事 一般ポランティア(4校）

課外活動 学生ポランティア(1校）、技術指導員(1校）、一般ポランティア(1校）

授集 学生ポランティア(2人）

訓繰 教職員(I人）

職員捕助•手伝い 支援員(1人）、教臓員(1人）

相楼 教職員(1人）

生活補助 一般ポランティア(1人）

表5 学校側の希望する支援活動

主な学校側の希望する支援活動

年中行事 行事での支援(5校）

課外活動 クラブ活動への支援(I校）、校外活動での支艮(I校）

授業 授婁への参加(2校）

訓練 教科指導(I校）

識員補助・手伝い 事務処理(I校）

相該 教育相談(I校）

生活補助 日常生活の補助(I校）、介助活動(I校）

6 入学希望者への対応状況

6. 1 入学希望者数の推移 （図5)

平成19年度以降の入学希望者数の推移を全体

でみると、「やや減少した」と回答した学校は1割

強に過ぎないが、「微増傾向にある」が3割を超え

るほか、「かなりの増加傾向にある」と回答した学

校も 2割あり、全体的にみて入学希望者は増加傾

向にあることが分かる。

これを学校種別にみると、最も増加傾向がある

のが病虚弱児養護学校を除く知的障害児及び肢体

不自由児の両養護学校と特別支援学校である。こ
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れに対し、聾学校と盲学校では減少傾向を示す学

校の方が勝っていることが明らかとなった。

体

盲

聾
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肢
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特

全

0% 20% 

Iやや減少した

1かなりの増加傾向にある
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ロほとんど増減はない

ロその他

80% 100% 

O微増傾向にある

盲：盲学校 肢：肢体不自由児養護学校
聾：聾学校 病：病虚弱児養護学校
知 ：知的障害児養護学校 特：特別支援学校

固5 諏種別にみた入学希望者数の推移

6.2 入学希望者受け入れ状況 （図6)

現状での入学希望者の受け入れ状況を全体でみ

ると、「入学希望者は、全て受け入れている」とす

る学校が最も多く、 5割を占めている。次いで「定

員を超えても、可能な限り受け入れている」 (2割

強）が続いている。また、「定員（適正人数）以上

は受け入れない」とする学校も l.5割程度みられ

る。

これを学校種別にみると、病虚弱児養護学校以

外は「入学希望者は、全て受け入れている」とい

う回答が過半数を占めている。これは病虚弱児養

護学校は医療的ケアが必要であることから、病院

等の医療機関に併設されるのが基本となっている。

病虚弱児養護学校はこの様な学校環境条件が関連

し、入学希望者の受け入れにあたっての制限が他

の学校種よりも厳しくなると考えられる。
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図6 学校種別にみた入学希望者の受け入れ状況

6.3 定員を超えた場合の対応 （図7)

入学者が定員を超えた場合の対応状況を全体で

みると、「現状で特に問題なく対応できている」 (3

雄三

割）を除けば、「教室以外の部屋を教室に転用して

いる」が3割強あり、最も多い。次いで「1クラ

スの児童生徒数を拡大している」 (2割）と回答し

ている。

これを学校種別にみると、盲学校、襲学校及び

養護学校の1つである病虚弱児養護学校では、

6割以上が「現状で特に問題なく対応できている」

と回答している。これに対し、知的障害児養護学

校と特別支援学校の約8割が、定員を超えた場合

は何らかの対応を行っているおり、その最も多い

対応は「教室以外の部屋を教室に転用する」とい

うものである。ちなみに、知的障害児養護学校に

おいては4割程度の学校がこの対応をとっている。
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図7 学校種別にみた定員を超えた場合の

対応状況
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7. 受け入れ障害種について

7. 1 受け入れ障害種の変化 （図8)

平成19年度の法改正前後で、受け入れ障害種に

変化（多様化）があったかどうかを全体でみると、

「受け入れ障害種は以前と変わらない」とする学

校が圧倒的に多いことが明らかとなった。

これを学校種別にみると、いずれの学校種にお
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図8学校種別にみた受け入れ障害種の変化
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いても「受け入れ障害種は以前と変わらない」が

7割以上を占め大差はみられない。この傾向は、

盲学校、盤学校及び肢体不自由児養護学校におい

てより顕著である。逆に「受け入れ障害種は増え

た」と回答した施設はいずれの学校種とも少ない

が、知的障害児養護学校と特別支援学校において

は同回答が多くなっている。

7.2 受け入れ障害種の現状（表6)

平成19年度の法改正以降の受け入れ障害種の

現状をみると、平成19年度以前の旧学校種にかか

わる当該障害種のみを受け入れているのは、聾学

校と病虚弱児養護学校では半数、盲学校と肢体不

自由児養護学校では1/3、知的障害児養護学校

でも 1/4の学校にのぼる。これに当該障害種を

「中心に受け入れている」を加えれば、いずれの

諏種でも 9割以上に達する。この様に学校種の

中では、知的障害児簑護学校において比較的受け

入れ障害種の多様化が進んでいることが分かる。

表6学校種別にみた障害種の受け入れ現状

受入状況 のみを受け入 を中心に受け も受け入れて

学校種類 れている 入れている いる

視覚障害 11 33% 22 67% 

盲 聴覚障害

゜
o, 
゜
0% 15 45% 

子.... 知的障害

゜
0% 

゜
0% 22 67% 

校 肢体不自由

゜
0% 

゜
0% 20 61% 

病虚弱

゜
o, 
゜
0% 15 45% 

視覚障害

゜
0¥ 

゜
0% 4 9% 

聾 聴覚障害 21 49% 22 51% 
子,..,, 知的障害

゜
0% 

゜
0% 15 35% 

校 肢体不自由

゜
0% 

゜
0% 6 14% 

病虚弱

゜
0% 

゜
0% 7 16% 

知
視覚障害

゜
o, 
゜
0% 53 33% 

的
聴覚障害

゜
0% 

゜
0% 56 35% 

障
知的障害 36 24% 112 73% 

害 肢体不自由 ゜
0¥ 2 1% 99 62% 

病虚弱

゜
0¥ 1 1% 69 43% 

肢 視覚障害

゜
0% 

゜
0% 14 27% 

養
体 聴覚障害

゜
0% 

゜
0% 14 27% 

護
不 知的障害

゜
0% 5 10% 20 39% 

学
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7.3 新たに受け入れた障害種 （表7)

平成19年度の法改正以降、新たな障害種を受け

入れる様になった学校は少ないが、全体的にみる

と新たに受け入れた障害種としては「肢体不自由」

が最も多く、これに「知的障害」、「病虚弱」、「聴

覚障害」が続いている。

事例数が少ないため明確にはいえないが、 これ

を学校種別にみると、、病虚弱児盲学校は特定の障

害に偏ることはなく、聾学校は若干 「知的障害」

の受入が多い傾向にある。また知的障害児養護学

校では「肢体不自由」を、肢体不自由養護学校で

は 「知的障害」を、病虚弱児養護学校では「知的

障害」や「肢体不自由」を受け入れる傾向があり、

特別支援学校でも同様の傾向がみられる。

表7 学校種別にみた新たに受け入れた障害種
,.. ■"憎『： ...... ,., 事 知的障害 I肢体不自由 痣内商

盲学校 I 1 2 1 
聾学校

゜
3 I 

゜知が"'"' 4 11 20 5 
養護学校"●'"' 寸自由 2 1 6 2 .. 9症
゜ ゜

1 3 

゜ ゜
I 

゜゜
3 I 1 

特別支援 知廿... 
゜

2 10 5 
学校 I腔は不自由 1 1 4 3 

痣 3弱

゜ ゜
3 ？ 

-ヽ I ？ 11 15 10 
総計 7 16 23 41 18 

8 受け入れ困難な障害種について

8. 1 医療ケアが必要な児童・生徒の有無 （図9)

学校種別にみると、医療ケアが必要な児童 ・生

徒が居る学校は、肢体不自由養護学校が9割以上

と突出して多い。次いで病虚弱児養護学校が6割

と半数を超えている。

しかし、盲学校、聾学校及び知的障害児養護学

校においては、医療ケアが必要な児童 ・生徒が居

る学校はいずれも半数以下となっており、学校種

別により大きな差があることが分かる。

盲学校

珪学校

知的降害

肢体不自由

病虎弱

特別支援•

I 

し

‘ヽこ

I 

.----

' 
I ／ 

I ＼ 
●有

•烹
-ーヤー

I 
●不明

0% 20% 40% 6l沼 80% 100% 

図9学校種別にみた医療ケアが必要な
児童•生徒の有無

8.2 受け入れ困難な障害種（表8)

全体的に受け入れが困難な障害種は「視覚障害」

が最も多く、次いで「聴覚障害」、「肢体不自由」

が続き、若干比率は下がるものの「病虚弱」も比

較的多くみられ、これらが受け入れが難しい障害

種のベスト4である。
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174 瀧澤雄三

これを学校種別にみると、盲学校での受け入れ

困難な障害種は養護学校関連の障害が、襲学校で

は養護学校関連の障害と「視覚障害」が多く挙げ

られている。養護学校では、いずれの学校種でも

「視覚障害」と「聴覚障害」を挙げる学校が多く、

病虚弱児養護学校ではこれらとともに 「肢体不自

由」も挙げられている。

表8学校種別にみた受け入れ困難な障害種
陣害種 . b ' d ． f ” h 

肢体
医療ケア

重度・ 入院して
視賞障害 駐覚陣害 知的陣喜

不自由
病弱陣害 の必蔓な

重複障害 いない1 ... , .. 障害

盲学校 Q,()'j 80% O.O'l 28.0li 16.()l; 28.0¥ 20.0% 

゜~゜｀
聾学校 25.7ヽ oo• 29• 37 IS 20.ll' 11.4" 2.9ヽ .゚o,

知的
317¥ 23.o, 0.1' 12.9髯 17.3% 8.6ヽ 58ヽ o.o, 

養
陣害

II 肢体
26.4ヽ 19.21; 7.2¥ 0.0ヽ 4.8ヽ o.o, 48ヽ .゚o,学 不自由

校

病虚翁 26.7ヽ 261, 6.7' 20.0II O.Oli 0.0ヽ 0.0¥ 20.0, 

特別支II学校 34.5ヽ 21 2% 4.2% 20.s, 13.3% 2.4ヽ 3の 0.6~ 

8.3 受け入れ困難な障害種の理由（表9)

受け入れが困難な理由を全体的にみると、「施

設 ・設備」からの理由が最も多く、次いで 「人員

不足」となっている。これを学校種別にみると、

いずれの学校種でも「施設 ・設備」の理由に集中

しているが、盲学校、知的障害児養護学校、特別

支援学校においては、「人員不足」による理由も多

く挙げられている。

これらの受け入れが困難な理由を具体的にみる

と、まず「施設 ・設備」では「スロープがない」、

「エレベーターがない」、「手すりがない」、「障害

者用トイレ等の設備がない」等といった、施設が

バリアフリーでないことからくる理由が多く挙げ

られている。次に「人員不足」についてみると「専

門性のある教師がいない」、「教師の確保が難しい」

というものが目立っている。なお、「その他」につ

いては「県の方針」、「教育課程」の問題が挙げら

れている。「県の方針」というのは、各都道府県に

より定められている「施設の設置及び管理に関す

る条例」に基づき設置されている施設においては、

学校独自で受け入れ障害種等を変更、または決定

することができない場合がある、といった指摘で

ある。「教育課程」では、多様な障害種を含めた新

たなカリキュラムの構築が難しい、といった理由

である。

表9 学校種別にみた障害種の受け入れ困難な

理由

（表中の「a-h」は上記［表8]を参照）
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9 今後の多様な障害種の受け入れについ

て

9. 1 今後の障害種受け入れについて （図10)

全体の約6割の学校が「今後も現在の受入状況

でいきたい」としている一方、「今後受入障害種を
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図10 学校種別にみた受け入れ障害種の状況
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増やしていきたい」とする学校も 3割近くある。

ただし、この受け入れに前向きな学校の多くは「多

くの障害種を受け入れたいが、現状では人的、施

設的な面も含め問題があり、難しい」と回答して

おり、現実にはなかなか受入障害種の拡大、進展

は難しいことを示している。

9.2 多様な障害種の受け入れにあたっての

現状の対応状況 （図11,表10,11, 12) 

多様な障害種の受け入れにあたっての現状の対

応状況を全体でみると、やはり施設、設備に関連

した対応が約7割を占めているが、人的対応も 2

割以上の学校で行われていることが分かる。

これを学校種別にみると、盲学校は人的対応

の割合は少なく、1割にも満たない。その分、施

設 ・設備的対応の占める割合が他の学校種よりも

多くなっている。逆に、肢体不自由児養護学校は

他の学校種と比べて、施設 ・設備的対応よりも人

的対応を行った学校の割合が高く、 3割以上を占

めている。

人的対応の内訳をみると、「看護師配置」が全て

の学校種で6割強以上を占めている。また施設 ・

設備的対応の内訳をみると 、 車椅子の児童 • 生徒

を対象にしたものが多く、「スロープ設置」や「障

害者用トイレ設置」、「エレベーター設置」等が学

校種を問わず多く挙げられている。備品に関する

対応では、「教材教具の充実」が約4割、「備品の

充実」が約2割を占め、残りは多種多様な内容と

なっている。

1
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固11 多様な障害種受け入れにあたっての現状

の対応状況

表 10 多様な障害種受け入れにあたっての現状

の主な人的対応
※複数回答可、カッコ内は回答校数。1割に満たないものは省略。

100% 

表11 多様な障害種受け入れにあたっての現状

の主な施設的対応

表12 多様な障害種受け入れにあたっての現状

の主な設備的対応

瓦

9.3 多様な障害種の受け入れにあたっての今

後の対応方策 （図12,表13,14, 15) 

多様な障害種の受け入れにあたっての今後の対

応方策 ・課題の傾向は、前述した現状の対応状況

とほぼ同様の傾向にあるが、施設、設備関連の対

応は少なくなり、逆に人的対応が多く挙げられて

いる。これを学校種別にみると、盲学校を筆頭に

肢体不自由児簑護学校、知的障害児養護学校で人

的対応が課題として多く挙げられている。

この人的課題の内訳をみると、全体的に「専門

職教職員配置」を求める学校が多い。このことか

ら、多様な障害種の受け入れに対応するためには、

各障害に関する知識、スキルを持った教職員の配

置が必要不可欠の条件だといえる。
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図12 多様な障害種受け入れにあたっての今後

の課題

表13 多様な障害種受け入れにあたっての今後

の主な人的課題

100% 
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施設、設備、備品に関する対応については、現

在までに行った対応よりも対応策や課題等が大規

模になり、また指摘数が多くなっている。

表14 多様な障害種受け入れにあたっての今後

の主な人的課題

旦i

表15 多様な障害種受け入れにあたっての今後

の主な人的課題

謁整偏(I)、

1 0. まとめ

平成19年度より従来の「盲学校」「聾学校」「養

護学校」は、複数の障害種を教育の対象とするこ

とのできる 「特別支援学校」に転換されたが、現

時点で「特別支援学校」の名称となっている学校

は全体の半数にも満たず、依然として多くの学校

が旧来の名称を継承している。特に、「盲学校」「聾

学校」で顕著である。

教職員数では、障害との関連から盲学校に手厚

く人員が配置されているが、多くの学校から現状

の職員では対応が難しいとの声が寄せられている。

この教職員の人手不足を補うものとして外部か

らの人的支援があるが、必要に応じ受け入れてい

る学校が多い。この支援者の職種は学生、一般を

問わずボランティアが突出して多い。

その活動内容は年中行事や課外活動の支援が中

心であるが、専門職として授業や訓練等の支援に

も携わる者もいる。これは学校側の求める支援者

の職種とも合致している。今後、多様な障害種を

受け入れていくためには、この様な専門を持った

人材が重要になってくるであろう。

現状の障害種の受け入れ状況をみると、平成19

年度の法改正後も多くの学校では旧来と同様な障

害種の受け入れ状況にある。特に、盲学校、聾学

校で顕著である。ただし、接護学校では知的障害

児養護学校を中心に、少しずつではあるが受け入

れ障害種の拡大が始まっている。

また、今後の多様な障害種の受け入れに対する

学校側の意向は、現状維持派が6割、推進派が3

割となっている。しかし、いずれの回答において

もその背後には施設・設備と人の両面の問題と、

諏種により受け入れが難しい障害種の存在の問

題があり、現実的には多様な障害種の受け入れ拡

大は難しいとう意識がある。

以上の様に、現時点では多様な障害種の受け入

れという本来の「特別支援学校」とはほど遠い状

況にあることが分かった。この背景には、都道府

県の意向や学習指導要領等の年次進行の問題、そ

して新たなカリキュラムの構築等の課題もあるが、

今後多様な障害種の受け入れを進めていくために

は、施設 ・設備的側面と専門職種を含む人員的側

面の課題をク リアしていく必要があることが、本

研究から明らかになった。
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注記

注1)平成13年 10月に「特別支援教育の在り方に関する

調査研究協力者会議」を設置し、特別支援教育の在

り方の検討を始めた。平成 15年3月「今後の特別支
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援教育の在り方について（最終報告）」が取りまとめ

られた。

注2)上記会謙の検討結果を踏まえ、平成16年2月に中央

教育審議会に「特別支援教育特別委員会」が設置さ

れ、平成17年 12月に「特別教育を推進するための

制度の在り方について（答申）」が取りまとめられた。

注3)養陵学校は、知的障害児簑渡学校、肢体不自由児獲

護学校、病虚弱児養護学校の3種類に分けられる。

注4)LD : Learning Disorders (Learning Disabilities) 

の略。学習障害と訳され、知的発達に遅れはないが、

問く、話す、読む、書く、計算する、推測するとい

った特定の能力の習得と使用に著しい困難を示す障

害。

ADI-ID : Attention Defici t/Hyperacti vi ty Disorder 

の略。注意欠陥多動性障害と訳され、年齢あるいは発

達に不釣り合いな注意力、及び衝撃性、多動性を特徴

とする行動の障害。

［受理年月日 2010年9月22日］
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